
令和元年度 第１回

矢作川水系流域委員会
資 料-３

令和元年度 第１回 矢作川水系流域委員会
【最近の河川事業を取り巻く話題】

令和元年 10月 29日

国土交通省 中部地方整備局

豊橋河川事務所



気候変動を踏まえた治水計画のあり方 提言【概要】

＜将来降雨の予測データの評価＞

既に発生していること 今後、予測されること

気温
・世界の平均気温が1850～1900年と
2003～2012年を比較し0.78℃上昇

・21世紀末の世界の平均気温は更に0.3～4.8.℃上昇

降雨

・豪雨の発生件数が約30年前
の 約1.4倍に増加

・平成30年7月豪雨の陸域
の 総降水量は約6.5%増

・21世紀末の豪雨の発生件数が約2倍以上に増加

・短時間豪雨の発生回数と降水量がともに増加
・流入水蒸気量の増加により、総降水量が増加

台風
・H28年8月に北海道へ３つの台風
が 上陸

・日本周辺の猛烈な台風の出現頻度が増加
・通過経路が北上

○気候変動による、気象要因の分析や降雨の時空間分布の変化、土砂・流木の流出形態、洪水と高潮の同時発生等の定量的な評価やメカニズムの分析

○社会全体で取り組む防災・減災対策の更なる強化と、効率的な治水対策の進め方の充実

Ⅰ 顕在化している気候変動の状況 Ⅱ 将来降雨の変化

Ⅴ 今後の検討事項

・気候変動予測に関する技術開発の進展により、地形条件をより的確に表現し、治水計
画の立案で対象とする台風・梅雨前線等の気象現象をシミュレーションし、災害をもたら
すような極端現象の評価ができる大量データによる気候変動予測計算結果が整備

Ⅲ 水害対策の考え方

水防災意識社会の再構築する取り組みをさらに強化するため
・気候変動により増大する将来の水害リスクを徹底的に分析し、分かりやすく地域社会と共有し、社会全体で水害リスクを低減する取組を強化
・河川整備のハード整備を充実し、早期に目標とする治水安全度の達成を目指すとともに、災害リスクを考慮した土地利用や、流域が一体となった治水対策等を組合せ

Ⅳ 治水計画の考え方
• 気候変動の予測精度等の不確実性が存在するが、現在の科学的知見を最大限活用したできる限り定量的な影響の評価を用いて、治水計画の立案にあたり、実績の降雨を活用した手法から、気候

変動により予測される将来の降雨を活用する方法に転換

• ただし、解像度5kmで2℃上昇相当のd2PDF(5km)が近々公表されることから、河川整備基本方針や施設設計への降雨量変化倍率の反映は、この結果を踏まえて、改めて年度内に設定

＜治水計画の見直し＞
• パリ協定の目標と整合するRCP2.6（2℃上昇に相当）を前提に、治水計画の目標流量に反映し、
整備メニューを充実。将来、更なる温度上昇により降雨量が増加する可能性があることも考慮。

• 気候変動による水災害リスクが顕在化する中でも、目標とする治水安全度を確保するため、河
川 整備の速度を加速化。

＜河川整備メニューの見直し＞
• 気候変動による更なる外力の変化も想定した、手戻りの少ない河川整備メニューを検討。
• 施設能力や目標を上回る洪水に対し、地域の水災害リスクを低減する減災対策を検討。

• 雨の降り方（時間的、空間的）や、土砂や流木の流出、内水や高潮と洪水の同時生起な
ど、 複合的な要因による災害にも効果的な対策を検討。

＜合わせて実施すべき事項＞

• 外力の増大を想定して、施設の設計や将来の改造を考慮した設計や、河川管理施設の危機管理的な運用等も考慮しつつ、検討を行うこと。
• 施設能力を上回る洪水が発生した場合でも、被害を軽減する危機管理型ハード対策などの構造の工夫を実施すること。

※IPCC等において、定期的に予測結果が見直されることから、必要に応じて見直す必要がある。

※沖縄や奄美大島などの島しょ部は、モデルの再現性に課題があり、検討から除いている

＜将来の降雨量の変化倍率＞ ＜暫定値＞

・ ＲＣＰ2.6（２℃上昇相当）を想定した、将来の降雨量の変化倍率は全国平均約1.1倍

＜地域区分ごとの
変化倍率※＞

• IPCCのレポートでは「気候システムの温暖化には疑う余地はない」とされ、実際の気象現象でも

気候変動の影響が顕在化

＜顕在化する気候変動の影響＞
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中部地方水供給リスク管理検討会について

中部地方水供給リスク管理検討会 

設置趣旨 

 
 

中部地方は、我が国の「ものづくり」の拠点として社会経済
を支える重要な地域となっているため、ひとたび大規模災害等

により水供給の停止等が発生すると、中部地方のみならず、我
が国の社会経済に甚大な影響を及ぼすおそれがある。 
 

 
しかしながら中部地方では、平成６年をはじめ近年も渇水が

頻発しているほか、南海トラフ地震による大規模かつ広範囲な

被害が想定されていること、御嶽山の火山噴火も発生している

ことなど、水供給に影響を与えるリスクを多く抱えている。 
 

 
こうしたリスクへの危惧は、平成 29 年 5 月の国土審議会答

申においても、「地震等の大規模災害、危機的な渇水等の水供

給に影響が大きいリスクに対して、取り組みを強化していく必
要がある」等と指摘されている。 
 

 
以上を踏まえ、中部地方整備局は、管内の各地域における水

供給に影響が大きいリスク要因となる外力やシナリオを検討

し、水供給の停止等がさまざまな地域や利用者に与える影響と
被害の程度を明らかにし、中部地方におけるリスク管理型の水
の安定供給のあり方についてとりまとめを行うため、『中部地

方水供給リスク管理検討会』を設置する。 
 

 

国土審議会答申「リスク管理型の水の安定供給に向けた水資源開発基本計画のあり方について」

検討会の概要

平成29年5月の国土審議会答申において「地震等の大規模災害、
危機的な渇水等の水供給に影響が大きいリスクに対して、取
組を強化していく必要がある」等と指摘されていることを踏
まえ、平成30年11月1日に設置。

管内各地域における水供給に影響が大きいリスク要因となる外力や
シナリオを検討し、水供給の停止等がさまざまな地域や利用者に与
える影響と被害の程度を明らかにし、中部地方におけるリスク管理型
の水の安定供給のあり方についてとりまとめを行うことを目的とする。

委 員 敬称略･五十音順

検討会の経緯

第1回 2018(H30).11.1
• 中部地方の水利用の状況とリスクについて、特徴を紹介
• リスク管理の考え方について、論点を提示し幅広に意見交換

第2回 2019(H31).3.5
• リスク管理の考え方について、意見を踏まえ論点を整理
• 検討方法の流れを確立するモデル水系について、矢作川水系を選定

第3回 2019(R元).7.24
• 矢作川水系について、水利用の特徴や水源、取水･給水系統等を紹介
• 論点整理の結果について、矢作川水系の検討への適用方法を意見交換

氏 名 所 属 専 門 備 考

奥野 信宏 （公財）名古屋まちづくり公社 名古屋都市センター長 地 域 委員長

上之郷久展 （一社）中部経済連合会 社会基盤部長 経 済

辻本 哲郎 名古屋大学 名誉教授 河 川

冨永 晃宏 名古屋工業大学 教授 水 資 源

中北 英一 京都大学防災研究所 副所長・教授 水文気象

能島 暢呂 岐阜大学 教授 防 災

本山ひふみ 愛知淑徳大学 教授 生 活
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製造品出荷額等
平成29年 工業統計確報

西三河地域･知多地域の17市町※

30,5兆円 (全国計302.0兆円の約10.1％)

※ 名古屋市は港区と南区を対象に集計

中部地方水供給リスク管理検討会の検討状況
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リスク管理の考え方 視点と論点

視点１ 水供給のリスク要因とその評価

論点１） 水供給のリスク要因として考慮すべき事象は何か。

論点２） それらのリスク要因は何に着目して評価すべきか。

視点２ 水供給のリスク変動等の考え方

論点３） 複数のリスク要因の同時生起を考慮すべきか。

論点４） あるリスク要因の生起に伴う被害規模の潜在的な増大を考慮すべきか。

論点５） 気候変動に伴うリスク要因への影響を考慮すべきか。

視点３ 水供給のリスク要因に対する対応の考え方

論点６） 水供給のリスク要因に対し、どのような目標で対応すべきか。
また、全ての地域で同じ目標とすべきか。

論点７） 水供給のリスク要因に対し、どのような施策で対応すべきか。

論点８） 水供給のリスク要因に対する施策は、何に留意し組み合わせるべきか。

モデル水系への論点整理の適用 (案)

① 対象とするリスク要因

モデル水系(矢作川)に該当すると考えられるすべてのリスク要因を検討の対象とし
て考慮する。

⇒ 渇水、自然災害(地震･津波、洪水、高潮、土砂災害)、施設の老朽化、施設の
大規模修繕や更新、水質事故(油や有害物質の流出)、停電

② リスク要因の規模(外力)

水量不足については、最大級の外力(過去の実績、気候変動を考慮した将来)を想定
する。

水質障害と施設被害については、「供給遮断被害」※を伴う外力を前提とする。
停電は、広域的なものは「供給遮断被害」※とし、水供給の細部に及ぼす影響を可

能な限り抽出する。
※ 供給遮断被害：水供給･水利用プロセス毎の主要施設に供給遮断が発生する規模の障害･被害

③ 影響･被害

日常生活や企業活動、営農活動など利用者への影響を具体的に示す。

④ 評価

給水制限の程度と継続時間、水供給遮断の範囲と機能回復までの時間、(矢作川圏
域に直接的な)被害額を指標とし、それぞれの指標の検討を行った後に、組合せ等に
よる評価を行う。

複数水系に影響が及ぶリスク要因については、単一水系毎に評価した後、対応策等
の検討で複数水系同時生起とした場合の評価を行う。

矢作川圏域※の水供給イメージ

木
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（東郷調整池）
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河口堰

生活用水
工業用水
農業用水

渥美半島

西三河地域

知多地域

知多半島

※ 検討会では、矢作
川から水供給されて
いる地域を「矢作川
圏域」と称している。
「矢作川圏域」への
水供給は、矢作川水
系だけではなく木曽
川水系からも行われ
ている。
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平成29年5月 国土審議会答申

「リスク管理型の水の安定供給に向けた水資源開発基本計画のあり方について」答申の概要
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水供給に影響が大きいリスクへの対応
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ハード対策とソフト対策の一体的推進


